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非財務ハイライト

日本郵政グループの力

郵便局数

24,395局

郵便ポスト数

181,221本

自動二輪車台数

85,867両

国際物流拠点国数

約50カ国

ATM台数

28,782台

かんぽ生命保険
お客さま数※

2,799万人

グループ4社社員数

42万人

地域における協力に関する協定数／締結率
都道府県※1：19件／40％
※1 民営化以降、日本郵便として締結した包括連携協定

市区町村※2：1,635件／94%
※2 従業員が業務中に気付いた異変について通報する協定

（「地域見守り活動」「道路損傷の情報提供」「不法投棄の情報提供」）

地域社会と共に

2018年 年賀寄附金配分額
社会福祉事業等／約3億70万円
東京2020大会／  約3,418万円

日本型郵便インフラ輸出国
ミャンマー連邦共和国
ベトナム社会主義共和国

地域活性化ファンドへの
参加数

12ファンド

「手紙の書き方体験授業」実施校数(2017年度)

小学校：   
中学校：   
高等学校：

小・中学校への出前授業による金融教室
実施校数／回数(2017年度)

63校／109回

ゆうちょアイデア貯金箱コンクール
応募学校数／参加人数(2017年度)

約11,000校／約77万人

夏期巡回・特別巡回ラジオ体操・
みんなの体操会開催会場数(2017年度)

全国44都道府県／52会場

（1万人未満、切り捨て）
※契約者さま及び被保険者さまを合わせた人数（個人保険　
及び個人年金保険を含み、（株）かんぽ生命保険が独立行政　
法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構から受再している簡　
易生命保険契約を含む。）。

約13,300校／約310万人
約4,500校／約105万人

  

21.7万人
20.3万人

正社員：   
正社員以外：   

（千人未満は四捨五入）

約1,980校／約  43万人
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※特に断りがない限り、2018年3月末日現在時点での情報に基づいて記載しています。
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地球と共に 人と共に

有給休暇平均取得日数(2017年度)

17.7日

温室効果ガス削減率(2013年度比)※

5.3％

宅配ロッカー「はこぽす」設置台数

240か所

電気自動車配備数

73両

太陽光発電による
売電設備設置郵便局数

35局

「ご契約のしおり・約款」のWeb閲覧提供に
よる環境保全に係る寄附(2017年度)

 32団体／約3,200万円

無通帳型総合口座の口座数に応じた
環境保全団体への寄附(2017年度)

（ゆうちょエコ・コミュニケーション）

13団体／650万円

「東北復興グリーンウェイブ」にて
植樹をした累計

約600本

使用済みインクカートリッジ回収箇所数

3,639局

エンプロイヤーブランド・リサーチ2018
ランスタッドアワード
金融／保険部門 第1位

高齢再雇用者数(2018年4月1日)

10,435人

育休取得者数(2017年度)

1,570人

男性　 101人
女性　1,469人

女性従業員数(2018年4月1日)

153,619人／
35.8％

女性管理職数(2018年4月1日)

2,608人／7.8％

女性役員数(2018年4月1日)

19人／12.1％

障がい者雇用者数(2017年6月)

6,256人

※2014年度から2016年度までの3カ年
　施設原単位
※日本郵政グループが事業で排出する
　温室効果ガスは、CO2が対象

※正社員のみ
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※特に断りがない限り、2018年3月末日現在時点での情報に基づいて記載しています。


